




位とはいえ，世界約 190 ヶ国で 61 番目。可住地
面積はドイツ 69.3％（米国 75,3％）で日本は
33.6％でしかない。人口を比較すると，わが国の





















































































は 10 年間，後者では 20 年間，導入時年での法定
価格が適用される。その変化を表 1に纏めている
が，制度導入当時での他電源での発電原価，例え




　図 1，2に示すように高額な FIT 設定時での太
陽光発電施設の導入件数やその総容量の変化をみ
れば，甘い価格設定時期に駆け込み的に参入者が
増えたことが明確である。2018 年 3 月末時点で
の FIT 制度開始後での新規に運転を開始した再













ば 2019 年 5 月時点では，一般家庭での電力料金
表に記載されている再エネ賦課金は，使用した電


























表 1　太陽光発電での FITの変化 （kWh当り）
10 kW未満 10 kW以上












2012 年 42.00 円 ～ 34.00 円 ～ 43.20 円 46.20 円
2013 年 38.00 円 ～ 31.00 円 ～ 38.88 円 38.88 円
2014 年 37.00 円 ～ 30.00 円 ～ 34.56 円 34.56 円
2015 年 33.00 円 35.00 円 27.00 円 29.00 円 31.32 ／29.16 円 31.32/29.16 円
2016 年 31.00 円 33.00 円 25.00 円 27.00 円 25.92 円 25.92 円
2017 年 28.00 円 30.00 円 25.00 円 27.00 円 21 円 +税 入札制度
2018 年 26.00 円 28.00 円 25.00 円 27.00 円 18 円 +税 入札制度























































































































で取得したことに始まる。2011 年 3 月には研究
修了となり，その後は市営管理の施設として運営
されている。表 2には，全国（表 2-1）と北杜市

































































650.0 万 kW 628.4 万 kW 471.9 万 kW
1,391,903 件 1,352,857 件 1,198,448 件
10 kW以上（非住宅用）
6,530.5 万 kW 3,940.1 万 kW 26.2 万 kW
734,953 件 587,686 件 9,687 件
注 1：導入とは固定価格買取制度の下で買取を開始した状態での設備
注 2：新規認定分とは，制度開始後に新たに認定した設備

















2014 年 4 月 280 22 13 5 4 0 302
2015 年 4 月 763 34 16 10 8 0 797
2016 年 4 月 1,237 49 20 16 12 1 1,286
2017 年 4 月 1,415 53 21 18 12 2 1,468
2018 年 3 月 1,617 56 22 20 12 2 1,673
2018 年 9 月 1,699 57 22 20 13 2 1,756
認　定　件　数




























































































常，kWで表示）が 100 万 kWの場合，1年を通
じて 100％稼働すれば 100 万 kWであるが，太陽







































































陽光発電の設備容量が 2018 年 3 月では 4,450 万
kWと想定されており，単なる設備容量の比較で




設置面積は約 4,450 万 kWx58 km2 ÷ 100 万 kW＝





















務化されているとは言えない。2019 年 6 月現在
での全国での太陽光発電施設は，約 135 万件のい
わゆる屋根上設置を除けば，設置規制が殆どな
かった 10～50 kWが 558,633 件，ある程度の設置
規制があった50～2,000 kWが28,523件，2,000 kW
























































































































































































































































































NIMBY (Not In My Backyard) の概念では、企業・行政・周辺住民は平等の公正さが不可欠

